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 入札書、資格審査結果通知書の写し及び適
合証明書の受領期限
平成29年10月13日（金）17時 提出場所に
ついては、入札説明会で伝える。
 開札の日時及び場所 平成29年10月31日
（火）14時 公益財団法人ＪＫＡ 会議室
 問合せ先 東京都千代田区六番町４６英
全ビル２階 公益財団法人ＪＫＡ 総務部財
務課 担当 西上・小林 電話番号03
35121256

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 照会対応 入札参加者は、契約行為担当者
等から提出した書類等について説明を求めら
れたときは、速やかに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札及び入札に関する条件に
違反した入札は無効とする。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Toshio Sasabe, Chair‑

man, JKA

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Development of Wide area net‑

work of Race data management system for

KEIRIN Information System, 1 set

 Delivery period : by 27 April 2018

 Delivery place : As shown in the specifi‑

cation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall : Have Grade A on offer
of services etc in Kanto‑Koshinetsu area in

terms of the qualification for participating

in tenders (Single Qualification for every

ministry and agency) in the fiscal years

2016, 2017 and 2018 ;Not being suspended
from transactions by the request of JKA ;

Not being petitioned for commencement
of rehabilitation proceedings based on the

Civil Rehabilitation Act (Act No. 225 of

1999), and petitioned for reorganization

proceedings based on the Corporate Reha‑

bilitation Act (Act No. 154 of 2002) ; Be a
person who took a grant of tender docu‑

ments.

 Time‑limit for submission of verification

documents : 17 : 00, October 13, 2017

 Contact point for the notice : Nishiue,

Kobayashi, Department of general affairs,

JKA Eizenbuilding 2F, 46, Rokuban‑cho,
Chiyoda‑ku, Tokyo, Japan, TEL ＋813
35121256

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 29 年９月４日

支出負担行為担当官
東北農政局長 木内 岳志

◎調達機関番号 018 ◎所在地番号 04
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 十三湖農地防災事業 野頭首工
ゲート設備建設工事
 工事場所 青森県つがる市稲垣町下繁田川
袋島地先ほか。
 工事内容 水門扉工 １式
洪水吐ゲート ２門（ゴム引布製起伏堰１
門、ステンレス鋼製フラップ付シェル構造
ローラゲート１門）、土砂吐ゲート １門（ス

テンレス鋼製フラップ付シェル構造ローラ
ゲート１門）、予備ゲート ２門（プレート
ガーター構造角落しゲート２門）、付属設備
１式、電気設備 １式、操作設備 １式、
計測設備 １式。
 工期 平成33年３月22日まで。
 使用する主要な資機材 鋼材200ｔ。
 本工事は、提出された技術資料に基づき、
入札価格と入札価格以外の要素を総合的に評
価して落札者を決定する総合評価落札方式
（標準Ａ型）の適用工事である。また、品質
確保のための体制その他の施工体制の確保状
況を確認し、施工内容を確実に実現できるか
どうかについて審査し、評価を行う施工体制
確認型総合評価落札方式の試行工事である。
 本工事は、品質・安全等の確保がされない
おそれがある極端な低価格での調達を見込ん
でいないかなどを厳格に調査する特別重点調
査の試行工事である。
 本工事は、予算決算及び会計令（昭和22年
勅令第165号。以下「予決令」という。）第85
条に基づく調査基準価格（以下「調査基準価
格」という。）を下回った価格をもって契約す
る者に対して、予決令第86条に規定する調査
（以下「低入札価格調査」という。）結果の公
表及び監督体制の強化等により品質確保等の
対策を実施する工事である。
 本工事は、調査基準価格を下回った価格を
もって契約する者に対して、施工確認段階等
において監督職員が文書により受注者に改善
を指示した場合、その回数に応じ以降の１年
間東北農政局管内の別の新規工事における総
合評価落札方式の加算点等を減ずる試行工事
である。
 本工事は、契約締結後に施工方法等の提案
を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事であ
る。
 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。
 本工事は、入札説明書の交付、競争参加資
格確認申請書（以下「申請書」という。）及び
競争参加資格確認資料（以下「資料」という。）

の提出、受領に係る確認及び入札について、
原則として電子入札システムで行う対象工事
である。ただし、電子入札システムによりが
たい者であって、紙入札方式（持参又は郵送）
の承諾に関する承諾願を提出し承諾を得たも
のは、紙入札方式に代えることができる。
 本工事は、女性も働きやすい現場環境（ト
イレ・更衣室）の整備について、監督職員と
協議し、変更契約においてその整備に必要な
費用を計上する試行工事である。
 本工事は、土曜・日曜日に工事現場（現場
事務所を含む。）を完全閉所して事務処理等を
含めて一切の現場作業を行わない「土日完全
休工」を促進するモデル工事であり、土日完
全休工の実績に応じて工事成績評定において
加点評価を行う工事である。
 本工事は、ワーク・ライフ・バランス等推
進企業を評価する試行工事である。

２ 競争参加資格
 次に掲げる条件を満たしている者であるこ
と。
 予決令第70条の規定に該当しない者であ
ること。なお、未成年者、被保佐人又は被
補助人であって、契約締結のために必要な
同意を得ているものは、同条中、特別の理
由がある場合に該当する。
 予決令第71条の規定に該当しない者であ
ること。
 東北農政局における平成29・30年度一般
競争参加資格のうち鋼構造物工事に係る一
般競争参加資格の確認を受けていること。
ただし、会社更生法（平成14年法律第
154号）に基づき更生手続開始の申立てが
なされている者又は民事再生法（平成11年
法律第225号）に基づき再生手続開始の申
立てがなされている者については、手続開
始の決定後、東北農政局長が別に定める手
続に基づいて一般競争参加資格の再確認を
受けている者であること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立
てがなされている者又は民事再生法に基づ
き再生手続開始の申立てがなされている者
でないこと。ただし、上記２の再確認
を受けた者を除く。

入札公告の訂正
次のとおり訂正します。
平成 29 年９月４日

支出負担行為担当官
沖縄防衛局長 中嶋浩一郎

◎調達機関番号 010 ◎所在地番号 47
１ 掲載日
平成29年８月７日（号外政府調達第148号）

２ 訂正内容
６ページ記載の入札公告について、３中、
「入札書は、持参すること。（電送又は郵送によ
る入札は認めない。）」を「入札書はに持参又
は郵送等により提出する。」に、５中、「Par‑
ticipation by post or e‑mail is not accepted」
を「or to send them by mail／e‑mail」に訂正
します。
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